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平成 27 年度予算上半期の執行状況 

本年度 9 月末日現在の一般会計予算は、当初予算 1,541 億 6,160 万円に補正予算など 293

億 1,290 万円が加わり、1,834 億 7,450 万円となっています。 

また、同日現在の収入率は 36.8％、支出率は 28.3％で、前年度同期と比べて、収入では 3.6 ポ

イント高く、支出では 3.5 ポイント低くなっています。 

一般会計歳入・・・予算現額＝1,834.7 億円  

一般会計歳入・・・収入済額＝ 675.9 億円（収入率 36.8％） 
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一般会計歳出・・・予算現額＝1,834.7 億円  

一般会計歳出・・・支出済額＝ 518.6 億円（支出率 28.3％） 

 

 



3 

 

特別会計  

会 計 名 
予算現額  

（億円） 

収入率  

（％） 

支出率  

（％） 

国民健康保険事業  425.7 45.3 43.0 

後期高齢者医療  36.3 33.0 30.4 

介護保険  301.9 44.3 40.3 

母子父子寡婦福祉資金貸付金  1.2 58.5 40.9 

土地区画整理事業  318.8 13.2 7.0 

下水道事業  139.2 10.7 34.4 

中央卸売市場事業  3.3 48.1 33.4 

競輪事業  169.2 31.9 28.5 

地域汚水処理事業  4.3 87.3 4.6 

農業集落排水事業  2.5 5.9 44.0 

財産区（５財産区） 0.3 47.1 27.6 

合 計 1,402.6 32.5 31.2 



4 

 

企業会計 

会 計 名 収入予算額 

（億円） 

収 入 率 

（％） 

支出予算額 

（億円） 

支 出 率 

（％） 

水 道 事 業 152.9 36.1 198.6 14.4 

病 院 事 業 336.3 34.0 339.9 24.6 

合 計 489.2 34.7 538.6 20.9 

市債の現在高                                

                                         （単位：億円） 

区 分 現 在 高 主 な  内 容 

一 般 会 計 1,118.3 

臨時財政対策債 462.1、一般単独事業債 291.1、 

公営住宅建設事業債 72.1、 

学校教育施設等整備事業債 67.8、 

公共事業等債 63.4、退職手当債 57.6、 

減税補てん債など 104.2 

特 別 会 計 782.0 下水道事業債 664.0、土地区画整理事業債など 118.0 

企 業 会 計 349.4 水道事業債 297.9、病院事業債 51.5 

合 計 2,249.7  

市の財産 

■一般会計・特別会計              ■企業会計 

土地 ＝ 5,813万7,959㎡          土地 ＝ 75万3,632㎡ 

建物 ＝  156万9,097㎡              建物 ＝  8万3,605㎡ 

立木 ＝   48万0,919㎥              車両 ＝ 62台 

車両 ＝ 730台                   構築物など ＝ 868億3,930万円 

有価証券など ＝  16億1,485万円 

基金   現金 ＝ 890億3,614万円 

現物 ＝  40億1,857万円 

 

※ 表示単位未満を四捨五入しているため、積み上げが合計と一致しない場合があります。 
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平 成 2 6 年 度 決 算 の 概 要 

 

１ 一 般 会 計 

平成 26年度の一般会計決算額は、歳入総額が 2,126億 4,628万円、歳出総額が 2,010億 1,345万円

でした。 

このうち、本年度へ繰り越した事業に充当した財源を差し引いた実質的な収支は、72億 9,083万円

の黒字となりました。 

 

○ 歳 入 

歳入決算額は、前年度と比べ 88億 6,408万円（対前年比 4.3％）増加しました。 

市税, 489.9億円, 
23.0%

国庫支出金, 
464.9億円, 21.9%

地方交付税, 
294.0億円, 13.8%

繰入金, 268.1億
円, 12.6%

県支出金, 193.3
億円, 9.1%

市債, 117.6億円, 
5.5%

繰越金, 99.8億円, 
4.7%

諸収入など, 198.8
億円, 9.3%

一般会計歳入

 
 

○ 歳 出 

歳出決算額は、前年度と比べ 72億 1,229万円（前年度比 3.7％）増加しました。 

民生費, 448.7億
円, 22.3%

総務費, 413.2億
円, 20.6%土木費, 366.1億

円, 18.2%

衛生費, 197.0億
円, 9.8%

消防費, 145.4億
円, 7.2%

公債費, 137.8億
円, 6.9%

教育費, 122.7億
円, 6.1%

農林水産業費・商

工費など, 179.2億
円, 8.9%

一般会計歳出
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◆ 歳出の主な事業 

                            （単位：億円） 

区   分 事  業  内  容       決 算 額 

民 生 費 

生活保護費 

児童手当給付費 

障害福祉サービス事業費 

私立保育所保育実施費 

児童扶養手当給付費 

重度心身障害者医療給付費 

66.7  

55.3  

43.8  

29.3  

16.6  

9.4 

土 木 費 
災害公営住宅整備事業費 

復興拠点整備事業費 

135.7  

34.2  

衛 生 費 

災害廃棄物処理事業費 

病院事業費 

塵芥収集費 

73.4 

25.0 

11.1  

消 防 費 除染推進事業費 101.8 

教 育 費 
給食センター施設管理運営費 

小・中学校建設費 

22.3  

16.0  
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２ 特 別 会 計 

 

特別会計は、国民健康保険事業など特定の事業を行う場合、特定の歳入（国民健康保険税など）を

もって特定の歳出（医療費など）に充てる会計であり、一般会計と区別されます。 

その内訳と決算額は次のとおりです。 

  
（単位：億円） 

会  計  名 収入済額 支出済額 差引額 

国民健康保険事業 398.3 367.6 30.7 

後期高齢者医療 35.7 35.6 0.1 

介護保険 289.4 283.7 5.7 

母子寡婦福祉資金貸付金 1.3 1.0 0.3 

土地区画整理事業 145.5 105.2 40.3 

下水道事業 111.4 110.5 0.9 

中央卸売市場事業 4.5 4.3 0.2 

競輪事業 172.8 167.0 5.8 

地域汚水処理事業 4.1 0.7 3.4 

農業集落排水事業 3.5 3.5 0.0 

財産区（５財産区） 0.3 0.3 0.0 

合 計 1,166.6 1,079.2 87.4 
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３ 企 業 会 計 

 

企業会計は、地方公営企業法の適用を受ける公営企業の会計で、一般会計や特別会計と区分されま

す。 

本市では、水道事業と病院事業が該当し、その内訳と決算額は次のとおりです。 

 

（単位：億円） 

会計名 
収益的収支 資本的収支 

収入 支出 差引 収入 支出 差引 

水道事業 113.9 89.4 24.5 15.5 61.3 △ 45.8 

病院事業 201.9 264.7 △ 62.8 33.1 40.1 △ 7.0 

合計 315.8 354.1 △ 38.3 48.6 101.4 △ 52.8 

※資本的収支の不足額は、損益勘定留保資金などにより補てんしています。 

 

 

４ 市 債 の 使 い 道 

 

市債は、市が行う大規模な建設工事や災害復旧事業などに認められる借入金で、将来は利子を付け

て返済します。 

市債を活用して整備した道路などは、市民の皆さんが将来にわたり利用するものですので、返済は

次の世代の方々にも負担していただくという考えに基づいています。 

市債の使い道と主な事業は次のとおりです。 

臨時財政対策債, 
53.9億円 , 45.8%

土木債, 34.1億
円 , 29.0%

教育債, 12.6億
円 , 10.7%

衛生債, 9.9億円 , 
8.4%

民生債, 2.7億円 , 
2.3%

消防債, 1.7億円 , 
1.4% 農林水産業債な

ど, 2.7億円 , 2.3%

市債の使い道

 

※臨時財政対策債は、地方一般財源の不足に対応するため、地方財政法の特例として発行される地

方債です。 
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 ◆ 市債を活用した主な事業 

 

区   分 事  業  内  容 

土  木  債 

道路新設改良事業 

いわき駅周辺再生拠点整備事業 

公営住宅建設事業 

教  育  債 小・中学校校舎等地震補強事業 

衛 生 債 一般廃棄物処理事業 

民 生 債 社会福祉施設整備事業 

 

 

５ 市税負担と市民サービス 

 

市民一人当たりのサービス内訳 

 

区   分 サービス額 市税負担額 

市民一人当たり 619,704円 151,026円 

※平成 27年 4月 1日現在の人口 324,370人で算出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 表示単位未満を四捨五入しているため、積み上げが合計と一致しない場合があります。 

 


